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県労連第3回幹事団交渉報告

正確な残業時間申告の周知を！非正規課題は先取りした改善を

「人勧の完全実施を前提として全体の課題について話し合い、妥結に向けて努力する」（労務局長）
県労連は11月8日（木）、2018賃金確定闘争の第３回幹事団交渉を行いました。

公民比較の改善を人事委に求めるべき
人事委員会勧告の基になる民間調査において、国や他県と異なり、神奈川県は若年者の比較職位を1ランク低いものに設定している。その結果、民間との較差が圧縮されており、国や他県同様の比較方式とするよう、人材確保の観点からも人事委員会に要請すべき。と県労連は主張しました。
これに対して当局は、「県内の民間企業より県職員の初任給の方が高い。」としながらも、「人事委員会には伝える。」と回答しました。

現給保障終了で給与が下がる職員に
何らかの手だてを求める

給与制度の総合的な見直しに係る経過措置（現給保障）が来年3月で期限を迎えることについて、当局は「導入当初の現給保障者の約7割が現給保障から脱した」として、現給保障の継続は無理であるとの見解を示しました。

これに対して、県労連からは「中堅職員が不足しているおり、対象となる職員は業務の中核で、後継者の育成を担っている」として、モチベーションの維持に有効な手立てを検討するよう求めました。

時間外勤務は1分単位で命令すべき
タイムカード・ＩＣカードの導入については、「出退勤管理ではパソコンログも同じだ。」として、出退勤管理にパソコンログを活用する姿勢を示した一方、「事後確認のためのＧＬ等の負担については、全体の執行体制全体の中で検討する課題。」としました。

県労連はさらに「18時までは時間外勤務の申告をしない。」という風潮が県庁内にある。時間外勤務は1分単位で命令することとされている。時間の長短にかかわらず、働いた時間は申告するよう、職場に周知徹底すべきだ。と主張、当局は「11月14日に開催される「働き方改革推進本部調整部会」で職場の声や交渉での要求を説明していきたい。」と述べるにとどまりました。
臨任等の療養休暇、日々雇用職員の特休も

「会計年度任用職員制度協議の中で検討」
「インフルエンザの流行が懸念される。臨任・非常勤職員が安心して休暇を取得できるよう、療養休暇の有給日数を増やしてほしい」「交通障害が毎日のように発生している。日々雇用職員の特別休暇で、交通障害による遅延は有給化すべき」という県労連からの発言に対して、あくまでも「会計年度任用職員の制度の中で検討していく」との姿勢を崩していません。

まずは経験者採用試験の周知を！

　経験者採用制度を活用して臨任・非常勤等職員に常勤への道を開くことについては、「公平性・公正性の観点で困難」「県での経験は評価の一つとしている。」とし、「経験者採用制度について、積極的に周知すべき」と求めたところ、「周知については関係課に是非も含めて伝える。」と回答しました。
通勤手当の早期認定を求める！

通勤手当の認定の遅れについて県労連から、申請どおりに一旦認定し、本来認定すべき内容と異なる場合は補正するなど、現実的な対応を求めましたが、当局からは前向きな回答はありませんでした。
最後に政金県労連議長は、
〇「障がい者雇用促進検討委員会」になぜ障害者を加えないのか。ともに考えていく視点が必要。県労連からの意見として重く受け止めてほしい。
〇非正規職員の問題がこれだけ出されているのは大きな課題だ。「会計年度制度協議の中で」ではなく、先取りできるものは検討してもらいたい。
としてこの日の交渉を締めくくりました。

県労連第３回幹事団交渉内容
	課　　題
	県労連の要求・主張
	当局の回答・逆提案

	基本賃金
一時金
諸手当等
	・人事委員会勧告制度は、公務員の労働基本権制約の代償措置であるから、勧告の完全実施は当然。
・勧告に示された公民較差については、財源確保などの前提条件をつけることなく解消すること。
・地域手当の引上げを確実に行うこと。
・一時金については、職員の生活を守る支給月数を確保すること。
・一時金の引上げは期末手当に配分すること。
・通勤手当については、すみやかに全額支給するとともに、経路や時間を含んだ通勤手当の認定基準の改善及び新幹線・高速道路利用通勤の認定要件の改善を図ること。特に、新採用職員の通勤手当の支給が遅れないよう、とりあえず申請された内容で支給しておき、後日精算すれば、本人にとっての負担はなかったはず。
・すべての在職者が定年まで昇給が可能になるよう号給の追加を。
・昇格など、賃金制度運用上の改悪をしないこと。
・研究職等の昇格運用の改善を図ること。
・私傷病休職等の期間換算率について改善を図ること。
・再任用職員の賃金水準について、働き方や退職時の給与を踏まえたものとなるよう改善を図ること。
・交通用具利用者の通勤手当を引き上げること。
・特殊勤務手当については、すべての短時間勤務職員の勤務時間による割り落としを行わないこと。
・時間外勤務手当の割増率については、通常時は150/100、深夜・週休日を200/100とすること。月45時間を超えた割増率の改善を図ること。
・休日勤務手当について200/100とすることとし、夜間勤務手当については、50/100とすること。
・公用車運転に伴う手当を設置すること。
・2019年3月末で現給保障が終了するが、対象者は主に仕事を中心的に担い、人材育成を担っている層である。そうした職員のモチベーションを維持するためにも、何らかの対応をすべきだ。
	・人勧完全実施について、この間の交渉での組合からの強い要望は重く受け止めている。しかし、公務員の処遇には強い関心が持たれ、人件費の扱いについては議会も注目している。透明性、説明責任がより一層求められる。
・完全実施を前提として、全体の課題について話し合い、合意に向けて努力していきたい。
・勤勉手当の成績率については、話せる段階にない。一時金の月数を改定する場合には、勤勉手当の趣旨に沿ったものにすべきである。人事委員会勧告にあるように、６月期と12月期の配分は国と同様に均等となるよう講ずべき。話し合っていきたい。
・人事委員会報告で示された平成31年度の地域手当（12％に引上げ）についても話し合っていきたい。
・子ども自立生活支援センター、総合療育相談センター、さがみ緑風園、中井やまゆり園に勤務する福祉職、看護師等に支給されている「夜間特殊業務手当」について、国に準じて改定するよう話しあっていく。
深夜における勤務時間（22時～翌日５時）に従事
①４時間以上：3,300円→3,550円
②２時間以上４時間未満：2,900円→3,100円
③２時間未満：2,000円→2,150円
・特殊勤務手当の短時間勤務職員（再任用・任期付）の割り落としについて、廃止したい。修学部分休業職員、高齢者部分休業職員の減額部分を廃止したい。
・給与減額をする場合の１時間あたりの単価を算出する場合、時間外単価を出す場合と同様に、休日分を除いて算定したい。
・月額特殊勤務手当も同様としたい。
・高齢層職員の昇給制度見直し問題は、今後の継続課題としたい。
・給料表の県独自号給の廃止問題は、今後の継続課題としたい。
・2019年3月末での現給保障終了に伴う影響は、行政職１・学校行政職給料表適用者で、約1,530人と推計している。
・給与の総合的見直し当初の2015年の段階では6,522人で、この4年間でそのうち約7割が現給保障から脱した。

	若年層関係
	・公務職場への人材確保の視点から、初任給決定基準の改善を図り、すべての給料表で初任給を４号給引き上げること。
・若年層の給与水準について大幅な引上げを図ること。
	・人材確保は重要な課題と認識している。ただし、賃金等の労働条件だけで就職先を考えている人ばかりではない。未病対策やさがみロボット特区など、働きがいのある県に関心を寄せている新採用もいた。

	働き方改革
	・タイムカードやＩＣカードなど、客観的な手法による労働時間管理は義務である。
・国の法改正を踏まえ、上限月45時間、年間360時間の時間外労働の上限規制を導入すること。
・「18時までは時間外勤務の申告をしない」という風潮が県庁内にある。時間の長短にかかわらず、働いた時間は申告するよう、職場に周知徹底すべきだ。
	・時間外勤務の事前命令を徹底しており、翌日朝のミーティングで時間外状況を確認、パソコンのログで客観的な把握もでき、労働時間管理は適正に行っている。
・上限規制を含めて10月31日に総務省事務連絡が出された。今後、国からの通知や他県の動向を踏まえて判断していきたい。
・11月14日に行われる、働き方改革の調整部会でも、職場の声や交渉での要求を説明していきたい。

	休暇制度の充実・改善
	・結婚休暇、忌引休暇を延長、拡大すること。特に、兄弟姉妹の３日を父母と同様の７日とすること。
	・兄弟姉妹の忌引休暇については、国や他県の状況を踏まえると、改善は困難。

	臨任・非常勤職員の労働条件改善
	・地方公務員法・地方自治法の主旨を踏まえ、重要な担い手となっている臨任・非常勤職員の適正な任用・勤務条件の改善を図るため、十分な協議を行うこと。
・通勤手当の改善を図ること。任用された日にかかわらず、実費弁償として日割りでも通勤手当を支給すべき。
・療養休暇はすべて有給とすべき。せめて5日間は、有給に。
・日々雇用職員の特別休暇、特に交通遮断時においては早急に有給とすべき。
・臨任職員の年休制度について改善を図ること。
・臨任職員のいわゆる「初号制限」の撤廃など、初任給決定基準を改善すべき。
・要求している臨任・非常勤・日々雇用職員の課題は、早急な改善が必要な課題であり、全体の議論に先んじて改善すべきだ。
	・非常勤職員等（日々雇用以外）の慶弔に係る休暇について、勤務条件の改善が図られるよう、必要な見直しを考えている。
○忌引休暇：３／４非常勤職員も常勤と同様に改定
○父母の祭日：臨任・再任用（フルタイム・短時間）・３／４非常勤職員も常勤と同様に改定
○結婚休暇：臨任・再任用（フルタイム・短時間）・３／４非常勤職員も常勤と同様に改定
・日々雇用職員については、雇用の性格から慶弔休暇の適用は難しい。
・（上記以外の）臨任・非常勤・日々雇用職員の課題については、会計年度任用職員制度の協議の中で話し合っていきたい。
・会計年度任用職員制度の導入にあたり、全体的な検討をしていく。2019年６月に議会に説明し、９月議会で関係条例の提出を予定、確定交渉後も話し合っていく。


※ゴシックは、第3回幹事団交渉での新規・変更点。
確定交渉ヤマ場！
組合に加入して働きやすい職場環境を作ろう！
・1１月14日（水）　最終幹事団交渉

　　　　　　　　　　　機関役員待機

・1１月１６日（金）　戦術配置

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































